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1.  計算条件の一覧 

「国土交通省：津波浸水想定の設定の手引き ver2.0、平成 24 年 10 月（以下、手引

き）」に準じ、津波シミュレーションに必要な各種条件を設定する。 

 

表 2.1.1 津波シミュレーションの計算条件の一覧 

（赤字：H24 調査時からの主な変更箇所） 

L1津波

■発生頻度の高い津波
■施設設計の対象とする津波
■施設で内陸への津波侵入を防護する津波

H24島根県地震被害想定調査 本調査 本調査

－

① 佐渡島北方沖の地震（M7.85）
② 【参考】佐渡島北方沖の地震（M8.01）
③ 出雲市沖合の地震（断層北傾斜、M7.5）
④ 出雲市沖合の地震（断層南傾斜、M7.5）
⑤ 浜田市沖合の地震（M7.3）
⑥ 隠岐北西沖の地震（M7.4）

以下の9つの想定地震から今後設定
H26国モデル：
①F24,②F28,③F30,④F55,⑤F56,
⑥F57,⑦F60
H24県モデル：
⑧浜田市沖合、⑨隠岐北西沖

以下の4つの歴史地震から今後設定
1833山形県沖地震
1964新潟地震
1983日本海中部地震
1993北海道南西沖地震

■公的な機関（中央防災会議、地震調査研究推進本部等）が、妥当性を
検証したものとして発表している断層モデルがあれば参考にして設定。

上記地震を設定 上記地震を設定 上記地震を設定

■断層モデルから計算される海底基盤の鉛直変位分布を、海面の変位
分布として与える。
■手法としては、Mansinha and Smylie(1971)、Okada(1985)、
Okada(1992)の方法がある。

Okada（1985）の方法 Okada（1985）の方法 Okada（1985）の方法

■断層モデルを地域海岸毎に、痕跡値に適合するように調整。
■津波の痕跡が残っていない場合は、発表されている断層モデルをその
まま使用。
■断層モデルの調整を行う場合は、津波痕跡値を用いて再現性を確認。
■再現性の適合度を表す指標として、幾何平均（K）、幾何標準偏差（κ ）
を使用。
■再現性の目安は、0.95＜K＜1.05　　κ ＜1.45。

調整なし（予測計算のため） 調整なし（予測計算のため） 調整なし（予測計算のため）

潮位(天文潮) ■H.W.L（朔望平均満潮位）を基本。
朔望平均満潮位

T.P.+0.50ｍ
（全域一様）

朔望平均満潮位
T.P.+0.50（隠岐沿岸）
T.P.+0.60（島根東部）
T.P.+0.70（島根西部）

検討中

計算領域 ■波源域を含み、屈折、反射、遡上等が精度よく推計できるように設定。 手引きに従って設定 手引きに従って設定 手引きに従って設定

大領域 1350m 1350m 1350m
中領域 450m 450m 450m
小領域 150m 150m 150m
沿岸域 50m 50m 50m
陸域 50m 10m 10m

海域
■海上保安庁、日本水路協会データ、深浅測量、港湾平面図等を利用
■公的機関や研究者によって既に作成されているものを利用

中央防災会議データ
深浅測量

港湾平面図

H26国データ
海底地形デジタルデータ（M7000）

港湾、漁港深浅測量データ

H26国データ
海底地形デジタルデータ（M7000）

港湾、漁港深浅測量データ

陸域 ■航空レーザー測量結果等を活用することを基本とする。
国土地理院のLPデータ

国交省の1級河川LPデータ

国土地理院の数値標高データ
1級河川ＬＰデータ
砂防基盤図データ

国土地理院の数値標高データ
1級河川ＬＰデータ
砂防基盤図データ

河川、湖沼、
拡幅放水路

■定期横断測量を基に作成 河川縦横断測量図（改修図面）
河川縦横断測量データ

（1級河川と県管理河川）
中海・宍道湖深浅測量データ

河川縦横断測量データ
（1級河川と県管理河川）

中海・宍道湖深浅測量データ
東京湾平均海面（T.P.） 東京湾平均海面（T.P.） 東京湾平均海面（T.P.） 東京湾平均海面（T.P.）

粗度係数

■海域では0.025程度。
■陸域では、土地利用状況に応じて設定することが多い。
■土地利用状況に応じた粗度係数として、小谷ら（1998）等の提案値が
ある。

水域：0.025
陸域：小谷ら（1998）の提案値

水域：0.025
陸域：小谷ら（1998）の提案値

海岸堤防等 施設台帳から天端高・配置を設定 施設台帳から天端高・配置を設定 施設台帳から天端高・配置を設定

河川堤防 地形データとして設定 地形または線的構造物として考慮 地形または線的構造物として考慮

■大規模なボックスカルバート等の開口部が有る場合は考慮する必要が
ある。

考慮せず 同上 同上

■断層モデルが算出される隆起量・沈降量を、陸域や海域の地形データ
の高さから差し引くことを基本。
■陸域の隆起量は考慮しない。

Okada（1985）の方法により隆起・沈降を考慮（陸
域の隆起除く）

Okada（1985）の方法により隆起・沈降を考慮
（陸域の隆起除く）

Okada（1985）の方法により隆起・沈降を考
慮（陸域の隆起除く）

■「津波の河川遡上解析の手引き（案）」を参照。 考慮せず 河口幅30m以上の河川 考慮せず

■平水流量を設定。 考慮せず 平水流量を設定 考慮せず
■最大の浸水の区域および水深が得られるように設定。 12時間 6～12時間 6～12時間
■CFL条件を満たすように設定。 0.20～1.8秒（領域別） 0.05秒 0.05秒

海岸堤防等

河川堤防

海岸堤防等

河川堤防

■津波来襲までに閉鎖操作が可能なものは閉鎖状態とする。
■閉鎖が多いものは閉鎖状態とする。
■上記以外は開放状態とする

考慮せず 全開 全閉

■既存の耐震照査結果を用いて条件を設定。
■耐震性が不十分な場合は、「沈下」または「破壊」とする。

地震動による「沈下」「破壊」なし 想定震度4以上で「沈下」「破壊」 地震動による「沈下」「破壊」なし

津波に対する
各種施設の条
件設定

■津波が越流した時点で「破壊」。
■破壊後の形状は、「無し」を基本。
■裏付け等があれば、「破壊」としないこともある。

破壊なし 破壊あり 壁立条件なので越流しない

河川からの流量
計算時間及び計
算時間間隔

計算時間
計算時間間隔

各種施設の条
件設定

地震に対する
各種施設の条
件設定

水門・陸閘等の開閉

■陸域は、局地的な地形も再現する必要があるため、10m程度より小さく
設定。
■河川域は河道の横断方向に5格子程度以上確保

地形データ
作成

対象地形

基準高

粗度係数

各種施設
の取り扱い

線的構造物
■平均地盤高からの比高が50cm以上のものは反映。
■計算格子間隔より幅が広い線的構造物は、地形データとして取り扱う
のが一般的。

線的構造物の開口部及び
水門・陸閘等

計
算
条
件
の
設
定

津波の
初期水位
(断層モデル)

初期水位(断層モデル)

初期水位条件
（海面の変位分布）

初期水位(断層モデル)の
調整・検証

初期潮位

計算領域
及び
計算格子間隔

地震による地盤変動

河川内の津波遡上の取り扱い

項目
マニュアル記載内容

※1「津波浸水想定の設定の手引きVer.2.00」（H24.10）
※2「津波の河川遡上解析の手引き（案）」（H19.5）

L2津波

■最大クラスの津波
■津波浸水想定を設定し、津波防災地域作りに資する津波
■ハード・ソフト対策を適切に組み合わせた対策を実施する津波

対象津波
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2.  計算条件の詳細 

2.1  津波シミュレーション手法（解析モデル） 

本業務でも手引きで推奨された手法（海底までの摩擦及び移流項を考慮した非線形

長波理論（浅水理論））に基づく流体の連続式と運動方程式を差分化した平面２次元

の数値モデルを用いる。 

 

［参考］ 

 

出典）津波浸水想定の設定の手引き ver2.00，平成 24 年 10 月 
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2.2  津波の初期水位（断層モデル） 

手引きに準じ、Okada(1985)の断層モデルに公的機関が検討・公表した断層パラメー

ターを入力し、海底地盤の鉛直変位分布、すなわち、津波の初期水位を算出する。本

検討で対象とする想定地震の津波初期水位分布を図 2.2.1 に示す。 

 

表 2.2.1 本検討で対象とする想定地震の一覧 

断層モデル Mw 

Ｈ26 国交省他 F24（青森県沖） 7.86 

F28（佐渡島北方沖） 7.67 

F30（秋田県・山形県沖） 7.79 

F55（鳥取県沖） 7.48 

F56（島根半島沖） 7.19 

F57（島根県沖） 7.51 

F60(福岡県沖) 7.59 

Ｈ24 島根県 浜田市沖合の地震 6.80 

隠岐北西沖の地震 6.90 
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F24(H26 国交省他モデル)       F30(H26 国交省他モデル) 

  

F56(H26 国交省他モデル) 

 

 

浜田市沖合の地震（H24 島根モデル）     隠岐北西沖の地震（H24 島根モデル） 

  

図 2.2.1 検討対象の想定地震の初期水位分布（一例） 
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［参考］ 

 

出典）津波浸水想定の設定の手引き ver2.00，平成 24 年 10 月 
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2.3  海域の初期潮位と河川内の初期水位 

(1)  海域の初期潮位 

手引きに準じ、「朔望平均満潮位」とする。島根県が実施した最新の潮位整理結果

を踏まえ、下表のとおり県内を 3 つのエリアに区分して、朔望平均満潮位を設定する。

なお、図 2.3.2 に示す気象庁公表値をみても、2010～2014 年の代表地点の朔望平均満

潮位の最大値に対し、安全側の設定潮位となっていることが分かる。 

 

表 2.3.1 L2 津波の津波浸水想定における初期潮位の設定結果（案） 

海岸管理者 設定値 

(T.P.+) 

考え方 

島根県 

 益田～大田 

出雲～境港 

 隠岐沿岸 

 

0.70m 

0.60m 

0.50m 

県内 9 カ所の観測潮位から算出した朔望平均満潮位の最大値 

 

山口県 0.88m 日本海側 6 カ所の（施設設計上の）朔望平均満潮位の最大値  

島根県 H24 0.50m 各海岸の（海岸保全台帳に基づく）朔望平均満潮位から概略値

を設定 

鳥取県 0.60m 県内 2 箇所の過去 10 年間の観測潮位から算出した朔望平均満

潮位（年平均）の最大値 

 

-0.30

-0.20

-0.10

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

須佐 浜田 和江 大社 小伊津 鹿島 境 西郷 浦郷

潮
位

(T
.P
.m

)

朔望平均満潮位(5年平均)

平均水面

朔望平均干潮位

地域海岸 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨⑩ ⑪～⑭ ⑮～㉑
 

資料）島根県設計潮位観測調査検討業務委託 報告書、平成 18 年 3 月より作成 

注）朔望平均満潮位の平均期間は、2000～2004 年の 5 年 

図 2.3.1 島根・隠岐沿岸の潮位条件 
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気象庁が公表している県内 3 地点（浜田・境・西郷）における 2003 年～2014 年ま

での朔望平均満潮位の推移を以下に示す。 

0.20

0.25

0.30

0.35

0.40

0.45

0.50

0.55

0.60

0.65

201420132012201120102009200820072006200520042003

朔
望

平
均

満
潮

位
H
.W

.L
.(
T.
P
.m

)

年

浜田

境

西郷

 

H.W.L.の 5 年最大値 

(T.P.m) 

浜田 境 西郷 

2010～2014 年 0.61 0.56 0.35 

2005～2009 年 0.57 0.51 0.31 

資料）気象庁：潮汐・海面水位に関する診断表、データ 各年の潮汐より作成 

 

図 2.3.2 2003 年以降の朔望平均満潮位の推移 
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島根沿岸

益田市

浜田市

江津市

大田市

出雲市 松江市

安来市

地域
海岸1

地域
海岸2

地域
海岸3

地域
海岸4

地域
海岸5

地域
海岸6

地域
海岸7

地域
海岸8

地域
海岸9

地域
海岸10

 

隠岐沿岸

隠岐の島町

海士町

知夫村

西ノ島町

地域
海岸11

地域
海岸12

地域
海岸13

地域
海岸14

地域
海岸15

地域
海岸16

地域
海岸17地域

海岸18

地域
海岸19

地域
海岸20地域

海岸21
 

 

図 2.3.3 津波浸水想定における初期潮位 

T.P.+0.70m 

T.P.+0.60m 

T.P.+0.50m 
T.P.+0.50m 
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表 2.3.2 （参考）現行の海岸保全施設の設計潮位一覧 

管轄 

 沿岸区分 

HWL 

(T.P.,m) 

根拠データ 備考 

建設海岸 

 島根沿岸 

 中海沿岸 

 隠岐沿岸（島後） 

 

0.46m 

0.36m 

0.16m 

 

浜田検潮所、S54-H1 

境検潮所、S54-H1 

西郷検潮所、S54-H1 

H7.4 より適用 

場所の差が小さいため沿岸で統一 

漁港海岸 

 美保関～小田 

 羽根東～飯浦 

 隠岐沿岸（島後） 

隠岐沿岸（島前） 

 

0.50m 

0.60m 

0.35m 

0.42m 

 

既往検潮所 6 カ所、

H12-H16（追加 3、H17

の 1 ヵ月） 

H18.10 より適用 

地域特性を考慮して 4 区分で設定 

港湾海岸 

 島根沿岸 

 隠岐沿岸 

 

0.24-0.70m 

0.22-0.54m 

 

不明 

適用開始年月は不明 

港湾毎に設定、バラつきが大きい 

同上 

※）島根県（河川課、漁港漁場整備課、港湾空港課）提供資料より作成 

 

 

資料）島根県設計潮位観測調査検討業務委託 報告書、平成 18 年 3 月 

図 2.3.4 島根・隠岐沿岸の港湾・漁港および潮位観測所 
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表 2.3.3 （参考）各地点における潮位諸元の整理結果 

 

 

 

資料）島根県設計潮位観測調査検討業務委託 報告書、平成 18 年 3 月 
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資料）島根県設計潮位観測調査検討業務委託 報告書、平成 18 年 3 月 

図 2.3.5 島根沿岸の潮位観測所 

［参考］ 

 

出典）津波浸水想定の設定の手引き ver2.00，平成 24 年 10 月 
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(2)  河川内の初期水位 

本業務では、「津波の河川遡上解析の手引き(案)，平成 19 年 5 月」に準じ、下流端

（河口部）で朔望平均満潮位、上流端に平水流量を与えた助走計算を実施して河川域

の初期水位を設定する。 

 

［参考］ 

 

出典）津波の河川遡上解析の手引き（案）、平成 19 年 5 月 
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2.4  計算領域および計算格子間隔 

 

(1)  計算領域 

大陸からの反射および大和碓での浅水変形・収斂を考慮するため、波源域を包括す

る日本海全域～沿岸の浸水域を解析対象とする。 

 

(2)  計算格子間隔 

1350m～50m メッシュまでは H26 国土交通省のデータを基本とし、本調査で新たに

作成する最小計算格子は、手引きに準じて 10m とする（特記のとおり）。ネスティン

グ手法によって波源域から沿岸域まで順次計算格子を細かく設定し、精度を保ちつつ、

効率的に津波の伝播・変形・浸水計算を同時に行う。 

ネスティング箇所は、対象域（島根・沖沿岸）から沖側に十分な距離（100 メッシ

ュ程度）を確保できる箇所に設定している。また 10m メッシュと 50m メッシュのネ

スティング箇所は、十分な水深（10～20m）を確保できる箇所に設定している。 

 

・日本海全域：1350m 

・山口県長門市～鳥取県東伯群北栄町：450m 

・島根県全域を包括する範囲：150m 

・島根県沿岸を 7 分割：50m 

・沿岸部の海域及び陸域（浸水域を包括する範囲）：10m 
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図 2.4.1 計算領域および計算格子間隔（1350m～10m） 
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―：450m 
―：150m 
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―：450m 
―：150m 
―：50m 
―：10m 
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［参考］ 

 

出典）津波浸水想定の設定の手引き ver2.00，平成 24 年 10 月 
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2.5  地形データ 

計算格子 1350m～50m メッシュまでは、「日本海における大規模地震に関する調査

検討会」で作成されたデータ（国土交通省より提供）を使用することを基本とする。 

10m メッシュデータは本調査で新たに作成する（作業中）。作成に際し使用するデ

ータは下記の通り。 

 

 

表 2.5.1 地形データとして使用したデータ（1350～50m メッシュ） 

「日本海における大規模地震に関する調査検討会」（H26 国土交通省）で作成したデ

ータ（国土交通省より提供） 

 

 

表 2.5.2 地形データ作成に使用するデータ（海域）（10m メッシュ） 

No. データ名 機関名 

1 海底地形デジタルデータ（M7000） （財）日本水路協会 

2 港湾、漁港深浅測量データ 島根県 

 

表 2.5.3 地形データ作成に使用するデータ（河川域）（10m メッシュ） 

No. データ名 機関名 

1 中海・宍道湖深浅測量データ 出雲河川事務所 

2 1 級河川（斐伊川、神戸川、江の川、高津川） 

縦横断データ 

出雲河川事務所 

浜田河川国道事務所 

3 県管理河川縦横断データ 島根県 

 

表 2.5.4 地形データ作成に使用するデータ（陸域）（10m メッシュ） 

No. データ名 機関名 

1 基盤地図情報（数値標高モデル 5m メッシュ※） 国土地理院 

2 1 級河川（斐伊川、神戸川、江の川、高津川） 

LP データ 

出雲河川事務所 

浜田河川国道事務所 

※航空レーザー測量に基づく最新の地形データ。一部の沿岸は 5m メッシュデータが存在

しないため、以下の情報を用いて地形データを作成する。 

・1/25,000 地形図の等高線から作成された数値標高モデル 10m メッシュ（国土地理院） 

・航空写真測量（縮尺 1/2,500）から作成された砂防基盤図データ（島根県） 
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図 2.5.1 作成した地形データ（水深・標高の平面分布） 
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図 2.5.2 作成した地形データ（水深・標高の平面分布、50m メッシュ） 



 

19 
 

 

［参考］ 

 

出典）津波浸水想定の設定の手引き ver2.00，平成 24 年 10 月 
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2.6  粗度データ 

計算格子 1350m～50m メッシュまでは、「日本海における大規模地震に関する調査

検討会」で作成されたデータ（国土交通省より提供）を使用することを基本とする。 

10m メッシュデータは本調査で新たに作成する（作業中）。作成に際し使用するデ

ータは下記の通り。 

 

 

表 2.6.1 粗度データとして使用したデータ（1350～50m メッシュ） 

「日本海における大規模地震に関する調査検討会」（H26 国土交通省）で作成したデ

ータ（国土交通省より提供） 

 

 

表 2.6.2 粗度データ作成に使用するデータ（10m メッシュ） 

No. データ名 機関名 

1 土地利用細分メッシュデータ 国土交通省 
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図 2.6.1 作成した粗度データ（粗度係数の平面分布） 
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図 2.6.2 作成した粗度データ（粗度係数の平面分布）
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［参考］ 

 

出典）津波浸水想定の設定の手引き ver2.00，平成 24 年 10 月 
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2.7  構造物データ 

(1)  構造物種類、配置、高さの設定 

収集した海岸施設台帳等を用いて必要情報を GIS にて整理中である。 
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図 2.7.1 海岸保全施設の天端高（その１） 
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図 2.7.2 海岸保全施設の天端高（その２） 
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［参考］ 

 

出典）津波浸水想定の設定の手引き ver2.00，平成 24 年 10 月 
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(2)  各施設（構造物）の被災の考慮 

 最大クラスの津波浸水想定における海岸保全施設等の取扱いは、手引きのとおり、

以下のフローで被災状況を判定し、最悪条件下を設定する。 

 

 

出典）津波浸水想定の設定の手引き ver2.00，平成 24 年 10 月 

 

(a)  液状化危険性調査、耐震性調査結果の確認 

（現状） 

●液状化危険性調査： 

平成 24 年の地震被害想定調査では、津波をもたらす海域で起こる 4 つの地震のう

ち、「出雲市沖合」、「浜田市沖合」の 2 つについて地震動を解析し、液状化危険度が

想定している。一方、佐渡島北方沖や隠岐北西沖の地震は波源が遠く、地震動(液状化

リスク)が小さいとされている。その結果、震度 5 弱以上の沿岸域では液状化危険度が

高いと想定されているが、沈下量は定量評価されていない。 

東日本大震災を含む歴史地震においては、震度 4 以上の地域において液状化が発生

している。 

●耐震性調査： 

建設海岸、港湾海岸、漁港海岸、農林海岸では、耐震調査は一部のみ実施されている。 

 

（検討方針） 

  島根県の関連調査の現状を踏まえると、以下の 2 つのパターンが考えられる。 

①想定地震による震度が 4 未満：液状化可能性は低く、全ての施設は被災しない 

②想定地震による震度が 4 以上：全ての施設が被災（コンクリートは地震直後に比

高 0、盛土は 75％沈下） 
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（参考） 

鳥取県：先名ら（2014）の液状化発生震度を引用 

→ 震度 4 以上のコンクリート構造物は地震発生直後に破壊、土堤は 75％沈下 

山口県：耐震性未実施 

→ 震度 4 以上のコンクリート構造物は地震発生直後に破壊、土堤は 75％沈下 

 

[東日本大震災以前の地震] 

  

[2011 年 3 月 11 日東日本大震災] 

 

出典）（独）防災科学技術研究所 先名重樹（2015）：東北地方太平洋沖地震の液状化発生地点と強振動継続時

間を考慮した液状化発生率の検討、第 2 回 NIED NU 研究交流会 

図 2.7.3 液状化発生確率と震度の関係 

 

(b)  構造形態の確認 

施設台帳、現地状況から判定する。 
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資料）島根県地震被害想定長、平成 24 年 6 月 

図 2.7.4 島根県沿岸の液状化危険度の調査結果 
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［参考］ 

 

出典）津波浸水想定の設定の手引き ver2.00，平成 24 年 10 月 

 

［参考］ 

 

出典）津波浸水想定の設定の手引き ver2.00，平成 24 年 10 月 
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出典）津波浸水想定の設定の手引き ver2.00，平成 24 年 10 月 

 

 

 

出典）津波浸水想定の設定の手引き ver2.00，平成 24 年 10 月 

 

 



 

32 
 

 

2.8  地震による地殻変動 

手引きに準じる。 

 

［参考］ 

 

出典）津波浸水想定の設定の手引き ver2.00，平成 24 年 10 月 
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2.9  河川内の津波遡上の取り扱い 

 河川遡上を考慮する河川は、河口幅 30m 以上の河川を基本とする。 

 

［参考］ 

 

出典）津波浸水想定の設定の手引き ver2.00，平成 24 年 10 月 

 
出典）津波の河川遡上解析の手引き（案）、平成 19 年 5 月 
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2.10  計算時間および計算時間間隔 

計算時間は、対象地震の津波波形をみて今後設定するが、6～12 時間になると推測

される。計算時間間隔は手引きのとおり CFL 条件から設定する。 

 

［参考］ 

 

出典）津波浸水想定の設定の手引き ver2.00，平成 24 年 10 月 

 

 


